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(百万円未満切捨て)
１．2022年５月期の連結業績（2021年６月１日～2022年５月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　2022年５月期 1,409 △17.3 △813 ― △812 ― △936 ―

　2021年５月期 1,704 1.5 △225 ― △233 ― △244 ―

(注) 包括利益 2022年５月期 △935 百万円 ( ―％) 2021年５月期 △244 百万円 ( ―％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年５月期 △167.93 ― △150.3 △58.0 △57.7

2021年５月期 △46.83 ― △27.2 △16.3 △13.2

(参考) 持分法投資損益 2022年５月期 4百万円 2021年５月期 6百万円
（注） 潜在株式調整後一株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年５月期 1,384 1,023 31.2 73.54
2021年５月期 1,418 1,059 57.4 155.66

(参考) 自己資本 2022年５月期 432百万円 2021年５月期 814百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年５月期 △480 42 585 1,056

2021年５月期 △299 △186 287 904

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年５月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

2021年５月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

2022年５月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

　

３．2023年５月期の連結業績予想（2022年６月１日～2023年５月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

通 期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

　2023年５月期の業績予想につきましては、現時点で合理的な業績予想の算定ができないことから記載しておりません。

　



なお当該理由などは、添付資料５ページ「１.経営成績の概況(４)今後の見通し」に記載しております。

※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規―社 (社名) 、除外―社 (社名)

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年５月期 5,928,000 株 2021年５月期 5,277,900 株

② 期末自己株式数 2022年５月期 47,227 株 2021年５月期 47,227 株

③ 期中平均株式数 2022年５月期 5,579,810 株 2021年５月期 5,230,708 株

(参考) 個別業績の概要

１．2022年５月期の個別業績（2021年６月１日～2022年５月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年５月期 741 △45.7 △725 ― △729 ― △942 ―
2021年５月期 1,365 △17.6 △191 ― △197 ― △209 ―

　

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2022年５月期 △168.87 ―

2021年５月期 △40.09 ―

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年５月期 1,233 1,011 36.2 75.95

2021年５月期 1,271 1,054 65.9 160.16

(参考) 自己資本 2022年５月期 446百万円 2021年５月期 837百万円

２．2023年５月期の個別業績予想（2022年６月１日～2023年５月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ―

通 期 ― ― ― ― ― ― ―

　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

2023年５月期の業績予想につきましては、前述のとおり記載しておりません。本資料に記載されている将来に関

する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等

は様々な不確定要素により大きく異なる可能性があります。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　当連結会計年度(2021年６月１日～2022年５月31日)における我が国経済は、長引く新型コロナウイルス感染症の影

響により、経済活動が抑制され、景気の回復に弱さがみられる状況にあります。

　また、ウクライナ情勢の長期化に伴う地政学的リスクの高まりを背景とした各種資源の需給バランスの不安定化や

中国を中心とするアジア圏におけるロックダウンによりサプライチェーンの混乱が生じており、先行き不透明な状況

が続いております。このような環境の中、当社ゲーム事業セグメントが属するオンラインエンターテイメント業界に

おきましては、2021年の世界のモバイルコンテンツ市場は、前年比118.7％の９兆1,697億円となり、ここ数年は一桁

台の伸び率で推移し、市場成長率が鈍化傾向でありましたが、巣ごもり需要の拡大により、２割近い伸びとなってお

ります。また、日本市場においても、１兆3,060億円となり、安定的に拡大をしております。 (「ファミ通モバイルゲ

ーム白書2022」株式会社角川アスキー総合研究所)

　また、当社および連結子会社(以下、「当社グループ」という。)が行っておりますライブ配信事業を含む動画配信

市場におきましては、コロナ禍に伴う対面での経済活動が抑制され、デジタルへの移行が加速したことにより、サー

ビスの利用が大幅に拡大しました。また、オンラインライブ配信プラットフォームの誕生により、ライブ配信の機会

が増加したことや熱量の高いユーザーの支持が市場を底上げしたことにより、今後も市場の規模は拡大し、2026年に

は5,250億円になると予測されております。（「動画配信市場調査レポート2022」一般財団法人デジタルコンテンツ協

会）

　なお、デジタルライブエンターテイメント市場においては、今後も５Gの本格導入やVR・AR技術の推進などを材料に

持続的な成長が期待され、2023年には700億円超、2024年には約1,000億円の市場規模に達すると予測されておりま

す。(株式会社CyberZ「国内デジタルライブエンターテイメント市場に関する市場動向調査」)

　このような状況の中、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高1,409百万円（前期比17.3%減少）、営業損

失813百万円（前年同期は営業損失225百万円）、経常損失812百万円（前年同期は経常損失233百万円）、親会社株主

に帰属する当期純損失936百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失244百万円）となりました。

　なお、費用面におきましては、2020年10月30日開催の取締役会において有償発行を決議しております第27回新株予

約権について、2021年８月３日の普通株式終値が行使価格の70％を下回ったことにより、強制行使条件に該当するこ

ととなりましたため、株式報酬費用347百万円を計上しております。

　当連結会計年度のセグメントごとの業績は次のとおりであります。

１． ゲーム事業

　ゲーム事業につきましては、「ゴシックは魔法乙女～さっさと契約しなさい！～」が主力コンテンツとして当社の

業績を引き続き牽引しております。リリースから７年が経過し、経年等による売上高の減少により厳しい状況が続い

ておりますが、新機能追加による大型アップデートの実施やコラボイベント、季節イベントの開催によりユーザーを

飽きさせない施策を行っております。また運営体制の見直しやコスト構造の最適化を行うとともに、動画配信、SNS、

チャットツールなどを活用したユーザーとのコミュニケーション強化施策やユーザー間のコミュニケーション促進施

策を実施することにより、顧客満足度向上を図るとともに、長期的に楽しんでいただける取組みを進めております。

　「東方Project」のIP許諾を受けた新規ゲーム開発につきましては、決定したゲームコンセプトをベースにシューテ

ィングの基幹部分の開発を進めております。また実機による検証・調整やキャラクターの量産体制へ移行し、当初の

スケジュール通りに進捗しております。

　2020年３月31日に設立をいたしましたスマートフォンゲーム製作委員会につきましては、当初想定しておりました

市場環境において将来の収益獲得を期待できるクオリティを確保することが困難となり、その目的を達成できないと

いう結論に達したことから、2022年３月18日開催の取締役会において、解散を決議しております。

　これらの結果、ゲーム事業セグメントにおける売上高は718百万円（前期比47.2%減少）となり、セグメント損失は

626百万円（前期はセグメント損失105百万円）となりました。
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２． 動画配信関連事業

　当社独自の対面占いライブ配信プラットフォーム「占占(sensen)」（以下、「占占(sensen)」という。）につきま

しては、占い師の育成に注力することにより、サービスの品質向上を図るとともに、2022年４月より新たな販路開拓

及び顧客流入施策としてリアル店舗「占占の館」を開業いたしました。これにより、リアル店舗「占占の館」と「占

占(sensen)」との間で相互送客を行い、SEO（検索エンジン最適化）、MEO（マップエンジン最適化）への取組みによ

り、さらなるユーザーの流入が期待されました。しかしながら安定した収益を獲得するには、今後も継続した投資が

必要であり、当該サービスから獲得が見込まれる将来キャッシュフローの評価を行った結果、投資額の回収が困難で

あると判断されたため、減損損失を計上することとなりました。

　連結子会社capableにつきましては、YouTube事業の業績が引続き安定的に推移しており、第２四半期より開始した

独自の芸能人やインフルエンサーとEC事業を連携させたDtoC事業を含むデジタルマーケティング事業が、当初想定を

上回る販売となり、第４四半期における売上は、季節商品の影響により伸び悩みましたが、グループ全体の売上獲得

に貢献いたしました。

　在外子会社である凱樂數位股份有限公司（Cave Interactive Taiwan Co., Ltd.）につきましては、2022年１月のリ

リースを目標にライブ配信アプリの開発を進めておりましたが、開発の過程において、正式にサービスを行えるクオ

リティを確保することが困難であるという結論に達し、2021年12月17日に開発を中止することを決定いたしました。

また、この決定に伴い2022年１月14日開催の取締役会にて、同社の解散を決議しております。

　これらの結果、動画配信関連事業セグメントにおける売上高は690百万円（前期比101.4%増加）となり、セグメント

損失は186百万円（前期はセグメント損失120百万円）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

　

（総資産）

　当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて34百万円減少し1,384百万円となりました。主な

内訳は、現金及び預金1,056百万円、売掛金32百万円、商品及び製品39百万円、前払費用31百万円、未収入金42百万

円、関係会社短期貸付金50百万円、ソフトウェア仮勘定34百万円、投資有価証券14百万円、関係会社株式13百万円、

敷金15百万円、差入保証金19百万円であります。

（負債）

　当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に比べて１百万円増加し361百万円となりました。主な内訳

は、短期借入金60百万円、未払金59百万円、未払費用18百万円、契約負債60百万円、長期借入金140百万円でありま

す。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べて35百万円減少し1,023百万円となりました。主な

内訳は、資本金1,389百万円、資本剰余金366百万円、利益剰余金△1,281百万円、自己株式△47百万円、新株予約権

565百万円、非支配株主持分26百万円であります。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,056百万円となりました。

　当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況及びこれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果減少した資金は、480百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純損失937百万円に現

金支出を伴わない減価償却費33百万円、株式報酬費用347百万円、減損損失124百万円が含まれ、未収入金の増減額

42百万円の収入要因がありましたが、棚卸資産の増減額37百万円、未払金の増減額20百万円、未払費用の増減額20

百万円、未払又は未収消費税等の増減額25百万円の支出要因があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果増加した資金は、42百万円となりました。これは主に、関係会社の清算による収入98百万円の収

入要因がありましたが、無形固定資産の取得による支出34百万円、投資有価証券の取得による支出14百万円の支出

要因があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果増加した資金は、585百万円となりました。これは主に、株式の発行による収入590百万円が収入

要因であったことによるものであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2018年５月期 2019年５月期 2020年５月期 2021年５月期 2022年５月期

自己資本比率 67.9 87.6 68.0 57.4 31.2

時価ベースの自己資本比率 321.9 272.3 492.6 386.8 381.4

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率
254.7 ― 128.3 ― ―

インタレスト・カバレッジ・

レシオ
24.9 ― ― ― ―

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）各指標は、いずれも単体ベースの財務数値により算出しております。

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は、

貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いにつきましては、キャ

ッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

（注４）2019年５月期、2021年５月期及び2022年５月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率につきましては、営業キャッシュ・フローが

マイナスのため記載を省略しております。
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（４）今後の見通し

　当社グループの業績は、2022年５月期において業績回復及び企業価値の増大を目指すにあたり、「ゲーム領域以

外の事業の創出」を急務として事業を展開しておりますが、依然として「ゴシックは魔法乙女～さっさと契約しな

さい！～」１タイトルが売上高の44.0％を占めており、同タイトルの動向によって会社業績が大きく左右される状

況が続いております。

　このような状況を改善するためゲーム事業セグメントにつきましては、「東方Project」のIP許諾を受けた新規ゲ

ーム開発を2022年内のリリースを目標として継続しております。決定したゲームコンセプトをベースにシューティ

ングの基幹部分を開発し、コンテンツの調整、UI・エフェクトの組込みやキャラクターの量産を行い、スケジュー

ル通りに進捗しております。

　また、当社は2022年６月３日開催の取締役会において、株式会社でらゲーの全株式を取得し、子会社化すること

につきまして2022年８月開催予定の定時株主総会に付議することを決議いたしました。当社が創業以来、培ってき

たゲーム開発における技術と知見をトップレベルのクリエイティブ集団である株式会社でらゲーの有する企画力、

クリエイティブ力、技術力と融合することにより、スマートフォンゲーム開発や運営におけるシナジー効果を高め、

事業の拡大を目指してまいります。

　他方、動画配信関連事業セグメントにつきましては、「占占（sensen）」の新たな販路拡大及び顧客流入施策と

して、2022年４月１日にリアル店舗「占占の館」を開店いたしました。引き続き占い師の育成に注力し、品質の向

上を目指すとともに継続率の上昇を図ります。

　連結子会社capableでは、YouTube事業による安定的な収益獲得を継続し、当社グループの売上獲得に大きく貢献

いたしましたDtoC事業において、新商材の企画販売による、さらなる売上の拡大を目指してまいります。

　しかしながら、いずれのサービスも2023年５月期の業績に与える影響は、図りがたい状況であります。

　このような状況から、現時点において信頼性の高い通期及び半期の業績予想数値を算出することが困難でありま

す。したがって2023年５月期の業績予想につきましては、当面の進捗状況を踏まえ、合理的な業績見通しの算定が

可能になった時点で速やかに開示いたします。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、国際財務報告基準（IFRS）の適用時期等につきまして、我が国における適用動向を注視している状況であ

り、今後の適用については未定であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年５月31日)

当連結会計年度
(2022年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 904,443 1,056,055

売掛金 34,300 32,230

商品及び製品 1,949 39,221

貯蔵品 57 36

前払費用 20,859 31,716

未収入金 85,028 42,602

関係会社短期貸付金 － 50,000

その他 20,752 35,493

貸倒引当金 － △3,621

流動資産合計 1,067,392 1,283,735

固定資産

有形固定資産

建物 24,655 25,180

減価償却累計額 △23,124 △23,125

建物（純額） 1,531 2,054

工具、器具及び備品 95,116 87,951

減価償却累計額 △92,158 △87,444

工具、器具及び備品（純額） 2,957 507

有形固定資産合計 4,488 2,561

無形固定資産

ソフトウエア 152,223 －

ソフトウエア仮勘定 98,814 34,541

無形固定資産合計 251,038 34,541

投資その他の資産

投資有価証券 － 14,660

関係会社株式 9,251 13,784

関係会社長期貸付金 50,000 －

敷金 18,868 15,414

差入保証金 15,971 19,832

その他 1,957 287

投資その他の資産合計 96,048 63,978

固定資産合計 351,575 101,081

資産合計 1,418,968 1,384,817
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年５月31日)

当連結会計年度
(2022年５月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 60,000 60,000

リース債務 3,215 3,101

未払金 79,629 59,430

未払費用 39,248 18,992

未払法人税等 290 7,998

未払消費税等 20 －

前受金 22,345 －

契約負債 － 60,013

預り金 7,675 5,646

その他 7 140

流動負債合計 212,433 215,322

固定負債

長期借入金 140,000 140,000

リース債務 6,508 3,406

その他 333 2,333

固定負債合計 146,841 145,739

負債合計 359,274 361,062

純資産の部

株主資本

資本金 1,094,684 1,389,850

資本剰余金 71,299 366,464

利益剰余金 △305,543 △1,281,727

自己株式 △47,242 △47,242

株主資本合計 813,197 427,344

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 1,000 5,121

その他の包括利益累計額合計 1,000 5,121

新株予約権 217,791 565,091

非支配株主持分 27,703 26,195

純資産合計 1,059,693 1,023,754

負債純資産合計 1,418,968 1,384,817
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年６月１日
　至 2021年５月31日)

当連結会計年度
(自 2021年６月１日
　至 2022年５月31日)

売上高 1,704,090 1,409,370

売上原価 910,346 731,657

売上総利益 793,743 677,713

販売費及び一般管理費

回収費 278,427 162,225

広告宣伝費及び販売促進費 125,978 232,880

外注費 117,825 114,013

役員報酬 78,672 73,634

株式報酬費用 30,825 347,625

給料及び手当 135,754 125,491

研究開発費 13,438 143,277

地代家賃 27,619 41,469

支払手数料 40,963 62,692

その他 170,017 187,766

販売費及び一般管理費合計 1,019,522 1,491,076

営業損失（△） △225,779 △813,363

営業外収益

受取利息 983 987

貸倒引当金戻入額 200 －

持分法による投資利益 6,992 4,533

その他 415 1,945

営業外収益合計 8,590 7,466

営業外費用

支払利息 718 2,530

新株発行費 － 3,346

新株予約権発行費 8,722 270

創立費 5,835 －

開業費 474 －

その他 339 761

営業外費用合計 16,090 6,908

経常損失（△） △233,278 △812,805

特別利益

新株予約権戻入益 － 325

特別利益合計 － 325

特別損失

減損損失 10,111 124,589

固定資産売却損 － 226

特別損失合計 10,111 124,816

税金等調整前当期純損失（△） △243,390 △937,296

法人税、住民税及び事業税 2,580 3,204

法人税等調整額 － －

法人税等合計 2,580 3,204

当期純損失（△） △245,971 △940,500

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △996 △3,507

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △244,974 △936,992
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年６月１日
　至 2021年５月31日)

当連結会計年度
(自 2021年６月１日
　至 2022年５月31日)

当期純損失（△） △245,971 △940,500

その他の包括利益

為替換算調整勘定 1,000 5,121

その他の包括利益合計 1,000 5,121

包括利益 △244,971 △935,378

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △243,974 △931,870

非支配株主に係る包括利益 △996 △3,507
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2020年６月１日 至 2021年５月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,288,480 2,232,118 △3,486,041 △47,016 987,540

会計方針の変更によ

る累積的影響額
― ― ― ― ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
2,288,480 2,232,118 △3,486,041 △47,016 987,540

当期変動額

新株の発行 ― ― ― ― ―

剰余金の配当 ― ― ― ― ―

資本金から剰余金へ

の振替
△1,193,795 1,193,795 ― ― ―

欠損填補 ― △3,425,914 3,425,914 ― ―

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

― 71,299 ― ― 71,299

持分法適用会社の増

加に伴う利益剰余金

減少高

― ― △441 ― △441

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
― ― △244,974 ― △244,974

自己株式の取得 ― ― ― △225 △225

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

― ― ― ― ―

当期変動額合計 △1,193,795 △2,160,819 3,180,497 △225 △174,342

当期末残高 1,094,684 71,299 △305,543 △47,242 813,197

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 ― ― 185,450 ― 1,172,990

会計方針の変更によ

る累積的影響額
― ― ― ― ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
― ― 185,450 ― 1,172,990

当期変動額

新株の発行 ― ― ― ― ―

剰余金の配当 ― ― ― ― ―

資本金から剰余金へ

の振替
― ― ― ― ―

欠損填補 ― ― ― ― ―

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

― ― ― ― 71,299

持分法適用会社の増

加に伴う利益剰余金

減少高

― ― ― ― △441

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
― ― ― ― △244,974

自己株式の取得 ― ― ― ― △225

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

1,000 1,000 32,341 27,703 61,045

当期変動額合計 1,000 1,000 32,341 27,703 △113,296

当期末残高 1,000 1,000 217,791 27,703 1,059,693
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　当連結会計年度(自 2021年６月１日 至 2022年５月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,094,684 71,299 △305,543 △47,242 813,197

会計方針の変更によ

る累積的影響額
― ― △39,190 ― △39,190

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,094,684 71,299 △344,734 △47,242 774,006

当期変動額

新株の発行 295,165 295,165 ― ― 590,331

剰余金の配当 ― ― ― ― ―

資本金から剰余金へ

の振替
― ― ― ― ―

欠損填補 ― ― ― ― ―

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

― ― ― ― ―

持分法適用会社の増

加に伴う利益剰余金

減少高

― ― ― ― ―

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
― ― △936,992 ― △936,992

自己株式の取得 ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

― ― ― ― ―

当期変動額合計 295,165 295,165 △936,992 ― △346,661

当期末残高 1,389,850 366,464 △1,281,727 △47,242 427,344

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 1,000 1,000 217,791 27,703 1,059,693

会計方針の変更によ

る累積的影響額
― ― ― ― △39,190

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,000 1,000 217,791 27,703 1,020,502

当期変動額

新株の発行 ― ― ― ― 590,331

剰余金の配当 ― ― ― ― ―

資本金から剰余金へ

の振替
― ― ― ― ―

欠損填補 ― ― ― ― ―

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

― ― ― ― ―

持分法適用会社の増

加に伴う利益剰余金

減少高

― ― ― ― ―

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
― ― ― ― △936,992

自己株式の取得 ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

4,121 4,121 347,300 △1,507 349,913

当期変動額合計 4,121 4,121 347,300 △1,507 3,252

当期末残高 5,121 5,121 565,091 26,195 1,023,754
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年６月１日
　至 2021年５月31日)

当連結会計年度
(自 2021年６月１日
　至 2022年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △243,390 △937,296

減価償却費 8,073 33,372

株式報酬費用 30,825 347,625

貸倒引当金の増減額（△は減少） ― 3,621

受取利息及び受取配当金 △983 △987

支払利息 718 2,530

持分法による投資損益（△は益） △6,992 △4,533

新株発行費 ― 3,346

新株予約権発行費 8,722 270

固定資産売却損益（△は益） ― 226

減損損失 10,111 124,589

新株予約権戻入益 ― △325

売上債権の増減額（△は増加） △43,145 547

棚卸資産の増減額（△は増加） 329 △37,250

未収入金の増減額（△は増加） 43,728 42,951

未払金の増減額（△は減少） △34,913 △20,793

未払費用の増減額（△は減少） △623 △20,642

未払消費税等の増減額（△は減少） △34,686 ―

未払又は未収消費税等の増減額 ― △25,752

未払法人税等の増減額（△は減少） △8,852 △3,039

その他の資産の増減額（△は増加） △17,148 10,780

その他の負債の増減額（△は減少） △3,069 △1,921

小計 △291,298 △482,680

利息及び配当金の受取額 8 12

利息の支払額 △385 △530

法人税等の支払額 △7,647 ―

法人税等の還付額 ― 2,602

営業活動によるキャッシュ・フロー △299,322 △480,596

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,489 △4,890

無形固定資産の取得による支出 △176,670 △34,841

有形固定資産の売却による収入 ― 1,239

投資有価証券の取得による支出 ― △14,660

敷金の差入による支出 ― △41

敷金の回収による収入 ― 507

差入保証金の差入による支出 ― △3,861

差入保証金の回収による収入 ― 20

関係会社の清算による収入 ― 98,814

投資活動によるキャッシュ・フロー △186,160 42,288
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年６月１日
　至 2021年５月31日)

当連結会計年度
(自 2021年６月１日
　至 2022年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 60,000 ―

長期借入れによる収入 140,000 ―

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △5,253 △3,215

新株予約権の行使による株式の発行による収入 ― 130

新株予約権の発行による収入 1,516 6,912

新株予約権の消却による支出 ― △6,910

株式の発行による収入 100,000 590,200

非支配株主からの払込みによる収入 ― 2,000

新株予約権の発行による支出 △8,722 △270

株式の発行による支出 ― △3,346

自己株式の取得による支出 △225 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー 287,315 585,499

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,464 4,420

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △196,703 151,611

現金及び現金同等物の期首残高 1,101,146 904,443

現金及び現金同等物の期末残高 904,443 1,056,055
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を

第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ

ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下の通りです。

（収益の認識時点）

ゲーム事業において従来はアイテムに交換できるポイントをアイテムに交換した時に収益に認識しておりました

が、顧客のアイテム交換後の見積り利用期間に基づいて収益を認識する方法に変更しております。

（取引価格の配分）

従来はアイテムに交換できる有償ポイントの購入に係る購入金額を、有償ポイントが消費された時点で収益を認識

しておりましたが、収益認識会計基準等の適用に伴い、有償ポイントと有償ポイントの購入時に付与される無償ポイ

ントに取引価格を配分することに致しました。これは、有償ポイントと無償ポイントがそれぞれ等価値であるという

判断によるものです。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取り扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を第１四半期連結会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、収益認識会計基準等の適用により、2022年5月期の期首残高については、契約負債は39,190千円増加し、

利益剰余金は39,190千円減少いたします。なお、第１四半期連結累計期間の営業利益及び税金等調整前四半期純利益

に与える影響は軽微であります。

なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取り扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法に

より組替を行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準12号 2020年3月31日)第

28-15項に定める経過的な取り扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解

した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計期間(自 2020年６月１日 至 2021年５月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

当社は、2020年８月28日開催の第26回定時株主総会の決議に基づき、資本金及び資本準備金の額を減少し、

減少した額の全額をその他資本剰余金に振り替えるとともに、その他資本剰余金、利益準備金及び別途積立金

を全額取り崩し、それらを繰越利益剰余金に振り替えることにより、欠損の補てんに充当しております。

この結果、第１四半期連結会計期間において、資本金が1,193,795千円、資本準備金が2,232,118千円、利益

準備金が870千円、別途積立金が10,000千円減少し、当連結会計年度末において資本金が1,094,684千円となっ

ております。

当連結会計期間(自 2021年６月１日 至 2022年５月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

当社は、2021年11月17日付で、株式会社でらゲーから第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、当

連結会計期間において資本金が295,100千円、資本準備金が295,100千円増加し、当連結会計年度末において資

本金が1,389,850千円、資本剰余金が366,464千円となっております。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

　当社グループは、事業領域別にセグメントを構成し、「ゲーム事業」、「動画配信関連事業」の２つを報告セ

グメントとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

各報告セグメントの事業の概要は下記のとおりであります。

事業区分 事業の概要

ゲーム事業
スマートフォンゲームの開発・運営・受託、二次的著作物の企画・制
作・販売・ライセンス許諾等

動画配信関連事業
ライブ配信プラットフォームの開発・運営、動画配信マネジメント・サ
ポート、SNS広告等

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用している会計処理の方法

と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益であります。

　また、会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収

益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しており

ます。
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３ 報告セグメントごとの売上高及び損失、資産その他の項目の金額に関する情報並びに収益の分解情報

前連結会計期間(自 2020年６月１日 至 2021年５月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)

連結財務諸表
計上額ゲーム事業

動画配信関連
事業

計

売上高

外部顧客への売上高

セグメント間の内部売上
高又は振替高

1,361,246

―

342,843

―

1,704,090

―

―

―

1,704,090

―

計 1,361,246 342,843 1,704,090 ― 1,704,090

セグメント損失（△） △105,040 △120,738 △225,779 ― △225,779

セグメント資産 193,149 249,388 442,538 976,429 1,418,968

その他の項目

減価償却費
有形固定資産及び無形固
定資産の増加額

―

73,940

7,985

100,205

7,985

174,146

88

10,111

8,073

184,258

（注）調整額は、以下のとおりであります。

セグメント資産の調整額976,429千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社資産は主として

各報告セグメントに帰属しない、現金及び預金、投資その他の資産であります。

当連結会計期間(自 2021年６月１日 至 2022年５月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)

連結財務諸表
計上額ゲーム事業

動画配信関連
事業

計

売上高

顧客との契約から生じる
収益

その他の収益

718,728

―

690,642

―

1,409,370

―

―

―

1,409,370

―

外部顧客への売上高

セグメント間の内部売上
高又は振替高

718,728

―

690,642

―

1,409,370

―

―

―

1,409,370

―

計 718,728 690,642 1,409,370 ― 1,409,370

セグメント損失（△） △626,774 △186,588 △813,363 ― △813,363

セグメント資産 89,878 100,001 189,879 1,194,937 1,384,817

その他の項目

減価償却費
有形固定資産及び無形固
定資産の増加額

―

34,541

33,242

5,192

33,242

39,733

129

253

33,372

39,987

（注）調整額は、以下のとおりであります。

セグメント資産の調整額1,194,937千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社資産は主とし

て各報告セグメントに帰属しない、現金及び預金、投資その他の資産であります。
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【関連情報】

前連結会計期間(自 2020年６月１日 至 2021年５月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

(単位：千円)

日本 台湾 合計

2,199 2,289 4,488

３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

Google Inc 551,445 ゲーム事業及び動画配信関連事業

Apple Inc 364,444 ゲーム事業

株式会社KADOKAWA 292,092 ゲーム事業

当連結会計期間(自 2021年６月１日 至 2022年５月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

(単位：千円)

日本 合計

2,561 2,561

３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

Google Inc 399,906 ゲーム事業及び動画配信関連事業

GMOペイメントゲートウェ
イ株式会社

298,260 動画配信関連事業

Apple Inc 248,532 ゲーム事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計期間(自 2020年６月１日 至 2021年５月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
全社・消去 合計

ゲーム事業
動画配信関連

事業
計

減損損失 ― ― ― 10,111 10,111

当連結会計期間(自 2021年６月１日 至 2022年５月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
全社・消去 合計

ゲーム事業
動画配信関連

事業
計

減損損失 ― 124,589 124,589 ― 124,589

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計期間(自 2020年６月１日 至 2021年５月31日)

該当事項はありません。

当連結会計期間(自 2021年６月１日 至 2022年５月31日)

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれんの発生益に関する情報】

前連結会計期間(自 2020年６月１日 至 2021年５月31日)

該当事項はありません。

当連結会計期間(自 2021年６月１日 至 2022年５月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2020年６月１日
至 2021年５月31日)

当連結会計年度
(自 2021年６月１日
至 2022年５月31日)

１株当たり純資産額 155円66銭 １株当たり純資産額 73円54銭

１株当たり当期純損失 △46円83銭 １株当たり当期純損失 △167円93銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ
いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり
当期純損失であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ
いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり
当期純損失であるため記載しておりません。

(注)１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2020年６月１日
至 2021年５月31日)

当連結会計年度
(自 2021年６月１日
至 2022年５月31日)

１株当たり当期純損失（△）

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) △244,974 △936,992

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
(千円)

△244,974 △936,992

普通株式の期中平均株式数(株) 5,230,708 5,579,810

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

普通株式増加数(株) ― ―

(うち新株予約権)(株) (―) (―)
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(重要な後発事象)

（取得による企業結合）

当社は、2022年６月３日開催の取締役会において、株式会社でらゲーの全株式を取得し、子会社化することにつ

いて2022年８月開催予定の定時株主総会に付議することを決議いたしました。

１．企業結合の概要

①被取得企業の概要

　被取得企業の名称 株式会社でらゲー

　事業の内容 １．電子を応用したゲーム機器及び玩具の企画、開発、製造、販売、輸出入及び賃貸

　 ２．インターネット電話回線等の通信網を利用した、コンピューターソフトウエア及び

　 コンテンツの企画、開発、製造、販売。輸出入及び賃貸

　 ３．コンピューターゲームソフトウエア、コンピューターグラフィックの企画及び製作

②企業結合を行う主な理由

株式会社でらゲーは、「面白いゲームで世界に驚きと満足を届ける」を経営理念として掲げ、ゲーム制作事

業を中核事業とし、ゲーム制作を熟知した少数精鋭のスタッフとクオリティに妥協しないスタイルで新しいゲ

ームを制作し続け、業界をリードするエンターテイメント企業であります。また多数の卓越したクリエイター

を擁し、2013年のリリース以来、世界累計利用者数5,500万人を達成したスマートフォンゲーム「モンスタース

トライク」の開発、運営に携わったスマートフォンゲームの制作において優れた実績がある国内屈指のゲーム

制作会社であります。 この度、株式会社でらゲーの全株式を取得することにより、当社が創業以来、様々なゲ

ームジャンルにおいて培ってきたゲーム開発における技術と知見をトップレベルのクリエイティブ集団である

株式会社でらゲーが有する企画力、クリエイティブ力、技術力と融合することができ、スマートフォンゲーム

開発運営におけるシナジー効果や今後の成長戦略を推進するための投資拡大を通じて当社グループの業績に大

きなインパクトを与え、企業業績を大幅に増加させ、ひいては当社グループの株主価値の最大化に資するもの

であると考えております。

③企業結合日

　2022年９月１日

④企業結合の法的形式

　株式取得

⑤企業結合後の企業の名称

　変更はありません。

⑥取得する議決権比率

　100％

⑦取得企業を決定するに至った根拠

　当社が現金を対価として株式を取得することによります。

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　 取得の対価（現金） 50億円

　 取得原価 50億円

３．アドバイザリー他に対する報酬・手数料等（概算額）

　 22,429千円
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４．発生するのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

　 現時点では確定しておりません。

５．企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

　 現時点では確定しておりません。

６．支払資金の調達及び支払方法

自己資金及び銀行からの借入による充当を予定しております。

（ストックオプションとしての新株予約権の発行）

当社は、2022年６月３日開催の取締役会において、会社法第236条及び第240条の規定に基づき、割当日である

2022年９月３日において当社子会社である株式会社でらゲーの取締役及び従業員並びに外部協力者に対し、ストッ

クオプションとしての新株予約権を発行することについて、2022年８月開催予定の定時株主総会に付議することを

決議いたしました。

１．ストックオプションとして新株予約権を発行する理由

当社は、2022 年６月３日開催の取締役会において、株式会社でらゲーが発行する全ての株式を取得し、子会社化

することについて 2022 年８月開催の定時株主総会に付議することを決議いたしました。それにともない、当社グ

ループにおける中長期的な企業価値の向上を目指すにあたり、業績拡大に対する意欲や士気を高めることを目的と

して、割当日である 2022 年９月３日において当社子会社である株式会社でらゲーの取締役及び従業員並びに外部

協力者に対して、有償にて新株予約権を発行することについて、同様に定時株主総会に付議するものであります。

株式会社でらゲーの売上規模や知名度は当社よりも高く、トップセールスを生み出している株式会社でらゲーの取

締役及び従業員並びに外部協力者に対して、業績達成、企業価値向上のインセンティブを最大限に発揮するために

は、本新株予約権を発行する必要があると考えております。

２．発行要領

【新株予約権の内容等】

新株予約権の目的となる株

式の種類

株式会社ケイブ 普通株式

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。な

お、当社普通株式の単元株式数は、100株である。
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新株予約権の目的となる株

式の数

１．本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その総数は1,170,000株と

する(本新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下、「割当株式数」という。)は100

株とする。）。但し、本欄第２項及び第３項により、割当株式数が調整される場合には、本

新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

２．割当株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割、無償割当て又は併合(以下、

「株式分割等」と総称する。)を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。

但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的

である株式の数においてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものと

する。

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合

その他これらの場合に準じ割当株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、割当

株式数は適切に調整されるものとする。

３．当社が別記「新株予約権の行使時の払込金額」第３項の規定に従って行使価額（別記

「新株予約権の行使時の払込金額」第１項に定義する。）の調整を行う場合(但し、株式分

割等を原因とする場合を除く。)には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調

整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及

び調整後行使価額は、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄に定める調整前行使価額及

び調整後行使価額とする。

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

４．調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る別記「新株予約権の行使時の払

込金額」欄第３項による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日

と同日とする。

５．割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日まで

に、本新株予約権に係る新株予約権者(以下「本新株予約権者」という。)に対し、かかる調

整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その

他必要な事項を書面で通知する。但し、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項の

場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以

降速やかにこれを行う。
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新株予約権の行使時の払込

金額

１．本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、本新株予約権の

行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額(以下、「行使価額」という。)

に割当株式数を乗じた額とする。

２．行使価額は、金871円とする。但し、行使価額は本欄第３項に定める調整を受ける。

３．行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本項(2)に掲げる各事由により当社の発行済普通株

式の総数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合には、次に定める算式(以

下、「行使価額調整式」という。)をもって行使価額を調整する。

既発行

株式数
＋

新発行・

処分株式数
×

１株あたり

払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株あたりの時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによる。

① 本項(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は

当社の保有する当社普通株式を処分する場合(無償割当てによる場合を含む。)(但し、当社

の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬とし

て株式を発行又は処分する場合、新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の

行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求でき

る権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併によ

り当社普通株式を交付する場合を除く。)

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償

割当ての場合はその効力発生日とする。)以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に

割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

② 株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。なお、行使価額

調整式で使用する新発行・処分株式数は、株式の分割により増加する当社の普通株式数をい

うものとする。
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③ 本項(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある

取得請求権付株式又は本項(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交

付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)を発行又は付与する

場合(但し、当社の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とするストッ

ク・オプションを発行する場合を除く。)

調整後発行価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初

の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日

(新株予約権の場合は割当日)以降又は無償割当の場合は効力発生日以降これを適用する。但

し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降こ

れを適用する。

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付され

たものを含む。)の取得と引換えに本項(4)②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株

式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤ 本項(2)①から③までの場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基

準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本項

(2)①乃至③にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用

する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の

行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を追加的に

交付する。この場合、１株未満の端数を生じるときはこれを切り捨てるものとする。

株式数＝

(
調整前

行使価額
-

行使後

行使価額
) ×

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満

にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする

事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて

調整前行使価額から差額を差し引いた額を使用する。
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(4) ① 行使価額調整式の計算については、円位未満少数第２位まで算出し、少数第２位を

四捨五入する。

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日(但し、本項

(2)⑤の場合は基準日)に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値(終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均

値の計算は、円位未満少数第２位まで算出し、少数第２位を四捨五入する。

③ 行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるた

めの基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初め

て適用する日の１ヵ月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当

社の保有する当社普通株式を控除した数とする。また、上記(2)②の場合には、行使価額調

整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当

てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

(5) 上記(2)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、

本新株予約権者と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

① 株式の併合、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

② その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の

調整を必要とするとき。

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使

価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があると

き。

(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本

新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前行使価額、調整後行使価額

並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記(2)⑤に定める場合

その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速

やかにこれを行う。

新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の

発行価額の総額

1,030,770,000円

(注) 本新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合、新株予約権の割当てを受け

た者がその権利を喪失した場合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合には、本新株

予約権の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した

金額は減少する。
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新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本新株

予約権の行使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る各本新株予約権の発行価

額の総額を加えた額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の本新株予約権の

目的である株式の総数で除した額とする。

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条第１項の規定に定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額

とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する

資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使期間

2022年９月３日から2032年９月２日までの期間とする。

但し、新株予約権の取得事由に従って、当社が本新株予約権の全部又は一部を取得する場

合、当社が取得する本新株予約権については、取得日の前日までとする。

新株予約権の行使請求の受

付場所、取次場所及び払込

取扱場所

１．新株予約権の行使請求の受付場所

株式会社ケイブ 経営企画部

　 東京都目黒区上目黒二丁目１番１号

２．新株予約権の行使請求の取次場所

該当事項はありません。

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所

株式会社みずほ銀行 飯田橋支店

東京都新宿区下宮比町２丁目１番

新株予約権の行使の条件

１. 新株予約権者は、割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に、一度で

も下記に掲げる条件を満たした場合に限り、本新株予約権を行使することができる。

2022年９月３日から10年以内に５営業日連続で、金融商品取引所における当社の普通株式の

取引終値に基づいて算出した時価総額が100億円以上となった場合。

２. 上記１.に拘わらず、割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に、金

融商品取引所における当社の普通株式の株価終値が一度でも行使価額に50％を乗じた価額を

下回った場合、新株予約権者は残存する全ての本新株予約権を行使価額で行使期間の満期日

までに行使しなければならないものとする。

３．新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の法定相続人（当該新株予約権者の配 偶者

又は一親等内の親族１名に限り、以下「権利承継人」という。）に限り、新株予約権者の権

利を相続することができる。なお、権利承継人が死亡した場合、権利承継人の相続人は新株

予約権を相続できない。
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新株予約権の取得の事由及

び取得の条件

当社は、当社が合併(合併により当社が消滅する場合に限る。)をする場合、株式交換若しく

は株式移転により他の会社の完全子会社となることにつき株主総会で承認決議した場合又は

東京証券取引所において当社の普通株式の上場廃止が決定された場合、会社法第273条の規

定に従って15取引日前までに通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予

約権１個当たりその払込金額と同額で、本新株予約権者(当社を除く。)の保有する本新株予

約権の全部を取得する。本新株予約権発行要項の他のいかなる規定にもかかわらず、当社に

よる本新株予約権者に対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得に関して本新株予約

権者が得たいかなる情報も、金融商品取引法第166条第２項に定める未公表の重要事実を構

成しないよう、当社が当該取得について開示をしない限り効力を有しないものとする。

新株予約権の譲渡に関する

事項

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新株

予約権の交付に関する事項

該当事項はありません。

　


